
る２講座を設置することとした。とくに専門的職業人養成という観点を明示するため

に、あえて情報システム科学と「システム」という表現を専攻名に導入することが文

部省との協議過程のなかで決められることになった。この専攻は、まさにこの情報シ

ステム工学、認知情報科学講座に代表される特徴を持ち、システムや応用技術への関

心、そして、１０人以上の文学部教員の参加を得て人間の知覚、認識、知識についての

情報科学的アプローチを重視するだけでなく、生命科学との連携、数学、物理学など

の基礎領域との連携を実現して構想された当時としては全国的にもユニークな構成を

持つ情報科学・情報工学関連大学院組織であった。この専攻の新設のもう１つの意義

は、千葉大学の自然科学研究科が、先行する他大学の自然科学研究科とは若干異なる

拡充の方向を踏み出すことになったことである。こののち、１９９６年から自然科学研究

科は全体的な再編成を構想することとなり、その計画は実現に至り、生物系、数学物

理系はそれぞれ独自の専攻を確立することになるが、そのきっかけとなったことの１

つにこの情報システム科学専攻の新設の成功があったものと思われる。

１９９４年、４講座入学定員１２人からなる同専攻が新設されると同時に、理学部数学科

は、情報関係教員定員の措置を得て、教養部廃止によって教養部から移行した数学、

統計学教室の教員とともに、数学・情報数理学科へと拡充改組することとなり、工学

部情報工学科、文学部行動科学科とともに千葉大学における情報科学・情報工学の教

育研究体制の基盤を実現することができたのである。

第６節 学内の動き

第１項 研究上の国際交流の進捗

研究上の国際交流も、この間に、著しい進展をみせた。まず教職員の海外渡航者数

をみると、１９８６年には、在外研究員など文部省事業による渡航者は３１名、その他の政

府関係渡航が２３名、国内資金によるものが９４名、外国資金によるものが５１名、私費に

よる渡航が１３２名、計３３１名であったのに対し、１９９５年にはそれぞれ１０１名、２４名、２０７

名、４９名、６５５名、計１，０３６名に達している。他方、外国人研究者等の受け入れにおい

ても、１９８６年の実績が５８名にとどまるのに対し、１９９５年には１８４名に増加し、視察、

セミナー、共同研究等で来訪した外国人も８１名から１５４名にほぼ倍増している。

また国際シンポジウムの開催も、１９８６年には文部省共催で１回開かれたにとどま
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る。このほか国際交流委員会企画の特別講演会が２回開催されたのみであった。１９９５

年には、千葉大学国際研究集会助成制度が設けられ、またけやき会館が竣工したこと

もあって、同年度には６回、翌１９９６年度には７回の国際研究シンポジウムが開催され

た。

これら活発な国際研究交流の背景には、数多くの海外諸大学との交流協定の締結を

あげることができる。１９８０年代には、国際交流委員会は大学間交流協定の締結に関し

て、１国１大学を不文律としていた。このため、１９８２年、ゲッチンゲン大学（ドイ

ツ）、１９８４年、アラバマ大学タスカルーサ校（米国）、１９８５年、湖南大学（中国）の３

国３大学との協定にとどまり、このほか薬学部と１９８７年、アルバータ大学薬学部（カ

ナダ）との学部間協定があるだけであった。１９９０年代にはいってようやく、この不文

律がもはや時代の要請に則さないことが認識されることになる。１９９０年、ガジャマダ

大学（インドネシア）、モナシュ大学（オーストラリア）との協定締結につづいて、

１９９５年には、ヒューストン大学システム（米国）、オーストラリア国立大学（オース

トラリア）、プリンス・オブ・ソンクラ大学（タイ）、ニューヨーク州立大学ストーニ

ー・ブルック校（米国）と交流の範囲は急速に拡大した。さらに学部間協定は、１９９０

年以降、１５大学の関連学部との間に締結された。その対象国はタイ、米国、連合王

国、ブラジル、中国、ロシア、モンゴル、インドネシアと広範囲におよんでいる。

１９９５年には、国際交流推進のための中長期的な基本構想を立案するために千葉大学

国際交流基本構想委員会が、数カ月にわたる審議ののち報告書『２１世紀の千葉大学

国際化・国際交流推進基本構想』をまとめ、「海図なき航海への指針」を明らかにし

ようとした。この報告書の提言にもとづき、１９９６年、従来の国際交流委員会と留学生

委員会とが千葉大学国際交流委員会に一体化され、学長を委員長とし、評議員を委員

とする同委員会のもとに国際交流はさらに強力に促進されることとなった。

第２項 情報処理環境の整備

１９８０年代から１９９０年代は、全世界的に情報化が進んだ時期であり、学問、教育の世

界はその大きな影響のもとにおかれた。このような状況の急速な進展に対して、１９９０

年代前半には、学長のイニシアティブのもとに千葉大学はきわめて迅速かつ内容的に

も優れた対応を行いえたということができる。大学キャンパスの情報化は、学内ネッ

トワークの構築とインターネット接続、そして、研究教育学習の基本的な道具を使い

こなす技術としての情報リテラシーの確立を主要な要素とするものである。とくに後
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者については、教員の場合には折からの競争的研究予算の増額などもありともかく自

分の研究環境を構築することはそれほど困難なことではなかったが、事務系職員、学

生の情報リテラシーの確立、そしてそこで身につけた知識、技術を活用する環境の構

築のためには全学的な努力が必要であったといえる。千葉大学では、インターネット

接続を含めた学内ネットワーク構築整備、また、入学学生全員に対する情報処理教育

の実施体制の確立を全国でも早い時期に実施することができたことは特筆するべきこ

の時期の成果であった。

１９８９年、吉田亮学長は着任後、「情報処理教育懇談会」を設置した。これは、一方

では情報処理の教育に関する予算要求を部局を越えて実現するための協議のための会

合であったが、同時に実際には、各部局の希望、要求をその実状に即して反映するこ

とができる場所としても機能した。しかしながら、この懇談会の成果は、直接に予算

要求に反映することができなかったために、情報処理環境整備の重要性を考慮して、

吉田学長体制化の委員会組織整備のなかで、この懇談会と、以前より評議会第３小委

員会におけるネットワーク構想の部会とを統合して、情報処理環境関係の全学的な協

議、諮問の機関として、１９８９年度に「情報処理環境整備委員会」が設置されることに

なった。学長より本学の情報処理環境整備の基本方針について諮問を受けた情報処理

環境整備委員会は、まず、情報網に関する作業部会と情報処理教育に関する作業部会

とを設置して、頻繁に会合を持つことになった。情報網部会においては、研究ネット

ワークの拡充、電話など含む基礎的なインフラストラクチャーの整備、事務系ネット

ワークの確立などについて検討を加えていたが、情報処理教育部会では、まず、情報

処理教育を、�１全学生を対象とする一般情報処理教育、�２各学部の専門性を生かした

情報処理教育とに分け、まず、�１について詳細な検討を行うこととした。この委員会

は１９９０年２月に中間答申を提出し、その内容にしたがってその後数年間の情報処理環

境整備が展開することになる。

ネットワーク構築の歩みは、１９８０年代半ばまで遡る。当時の大型計算機を時分割方

式で利用するために部局を光ケーブルで結ぶ「Σネット」が建設された。これは、研

究室端末から「ダイアリングセット」と呼ばれる接続装置を利用して大型計算機を接

続するものであったが、１９８９年ころから、UNIXを利用する機械が導入されるように

なり、UNIX間のファイル転送機能を利用したネットワークの方式がこの「Σネッ

ト」によって試みられるようになった。また同時に、公衆電話回線を利用して、東京

大学大型計算機センターとの間に、最初は旧教養部情報科学教室が、すぐ後に総合情

報処理センターがメール交換を行うようになり、センターのサービスとしても運用さ
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れるようになった。しかし、この段階では、まだすべてのことが一部の教員による実

験にとどまっていた。また、メールサービスと並行して、NTT基礎研究所の協力を

得て、ネットワークニュースの提供を文学部経由で開始していた。

情報処理環境整備委員会は、ネットワークの整備に関しては、研究用、教育用、事

務用という用途に応じ、セキュリティに配慮したネットワーク構想を提案した。おり

から、総合情報処理センターでは計算機システムの機器更新の時期にあたり、これか

らの大学コンピューティングにおけるネットワークの意義を重視して、それまでの

「Σネット」を活用して、いわゆるTCP／IPというプロトコルを利用する、現在のイ

ンターネットの規格にあったネットワークに再構築することが計画の中に含まれるこ

とになった。この西千葉地区のネットワークは亥鼻、松戸地区と細いながらも接続さ

れていたが、教育研究のための環境については依然として西千葉地区と他地区の間に

は格差が残っていた。平成５（１９９３）年度補正予算では、この格差是正に重点の１つ

がおかれ、亥鼻、松戸地区においては西千葉地区とほぼ同様の環境を構築することが

可能となり、とくに、テレビ会議なども支援するマルチメディア・ネットワークの建

設と、事務系ネットワークの建設は、情報処理環境整備委員会で構想した情報網構想

を予想外にはやく実現することになっていた。情報網構想のもう１つの骨子は、千葉

大学を世界のネットワーク環境のなかに位置づけることであった。このために、学内

各方面、学外諸機関との地道な交渉が行われ、１９９３年度の４月、５月に学術情報セン

ター（SINET）、東京大学大型計算機センター（TRAIN）と学内ネットワークが接

続され、全世界的なインターネットにも接続されることになった。

他方、情報処理教育は、この時期に深刻な事態に直面した。多くの大学では、この

種の科目を専門に担当する教員を確保することもできないまま、また、一気に増大し

たハードウエアに対する需要に応えて機器を調達、設置することも不可能なうちに、

その場しのぎの対応に終始していた。これに対して千葉大学では、すでに１９８９年度よ

り、グランドプランの作成から年度ごとの実施にいたるまで全学的に一貫した体制で

取り組んできた。その結果、国立大学としてのみならず、わが国の大学のなかでもハ

ード、ソフト両面にわたって有数のシステムを構築するにいたっている。

情報処理教育に関して、情報処理環境整備委員会では、「研究学習環境としての情

報化キャンパス」という趣旨のなかで、従来の専門教育の基礎としてのプログラミン

グ教育としての色彩よりも、大学生としてのリテラシーという観点からの教育を重視

する方針が打ち出された。すなわち、１．来たるべき学内ネットワークと緊密な関係

をとり、２．学習環境としての計算機利用を実際活用できるようするとともに、３．
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大学卒業生として情報化社会について見識を持って対応できる知識を身につけさせる

という方針である。この構想の実現には、どれほどの時間がかかるかは不明であり、

また、構想倒れになることが危惧されたが、概算要求という形で大学の意思を表明す

ることの必要性は共有されていた。その結果、いろいろな機関の間で調整を進めるこ

とによって、最終的に、総合情報処理センターの機器更新、レンタル料アップのなか

でいささかでも実現できないかという方針が打ち出されることになった。総合情報処

理センターの位置づけなどをめぐる議論を経て、平成４（１９９２）年度総合情報処理セ

ンターの借料によるレンタル物品として、Ｘ端末約１００台とそのクライアントとなる

ワークステーションをによる教育システムが平成４年より稼働することになった。こ

のシステムは、日立製作所製の最新鋭のものであり、高機能ではあったがそれだけ予

想外のトラブルも生じた、立ち上げに協力した教員などの努力によることは特筆する

べきである。

このような試行的期間を情報処理教育がたどる時期は、教養部廃止をともなう本学

のカリキュラム改革の時期でもあった。教養部の廃止をみこみつつ、当初の理念にし

たがって学生全員に情報処理能力を教育する体制構築を目標にして、平成６（１９９４）

年度の概算要求として「情報処理教育システムの導入」を求める声もあり、内容的に

は教養部情報科学教室、情報処理環境整備委員会情報処理教育部会が中心になって検

討が行なわれたが、結局大学の要求となる段階には到らなかった。ところが、１９９３年

１２月に、平成５（１９９３）年度の第２次補正予算が執行されることになり、そのなかの

重点項目として情報処理教育設備の拡充があったところから、教養部からの要求とし

て「情報処理教育システム」を提案することになった。その骨子は、全学の必修体制

を確立することを目標とするものであった。時期的な制約（１２月官報公示、２月開

札、３月納品）が大きかったにもかかわらず、グランドプランの存在、事前の検討な

どに加えて、関心を持つ各業者の協力によって、きわめて斬新かつ意欲的でありなが

ら、安定性が求められる教育用システムを以下のように構想することができた。すな

わち、１．Ｘ端末による２００以上のUNIX同時教育を可能する端末構成、２．巨大な

ホームディレクトリィを安定的かつ効率的に運用する高速ファイルサーバ、３．大規

模なシステムを小人数で運営するための自動化された運転支援、自動ログ機能、４．

オーディオヴィジュアル教材による授業の標準化と効率化、５．在宅学習を支援する

公衆回線接続である。この実現にあたっては、すでに他大学で試みられていた方式を

大幅にグレードアップしたさまざまな提案のなかから、いわゆるハイパーフォンマス

コンピューティングの分野で使用されているクレイ・リサーチ社の高速計算機をシス
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テムとして導入することになった。同社は元来、巨大高速計算を得意としているの

で、管理、ログの機能が十分にあり、さらに教材開発、教材提示の最先端技術を付加

することによって、まれにみる高機能な教育システムが実現することになり、このシ

ステムはアメリカ合衆国スミソニアン協会のコンピュータ・ワールド・イノベータ賞

を受賞するなど高い評価を得た。関係各部署の努力によって、現総合校舎A棟に１００

人同時授業可能な教室、２００人実習可能な実習室を教室を改造して設置することとな

り、全学必修のためのインフラストラクチャは整い、本学カリキュラム改革の理念

は、すくなくとも「情報処理」科目に関しては実現することになった。このようにし

て、１９９３年度には「情報処理」科目全学必修の実現をはばむハードルはほとんどがク

リアされた。このようにして１９９４年からは、廃止された教養部にかわって、総務部企

画室が導入された新システムの管理を行い、総合情報処理センターがその運用を支援

し、全学の教育委員会のもとにある情報処理科目運営委員会がカリキュラムの管理、

授業計画の作成に全学的観点から責任を持つという体制が整うことになったのであ

る。

１９９５年度にはやはり補正予算によって、ATMネットワークを西千葉地区に、

FDDIネットワークを亥鼻地区に構築することができた。このことによって、１９８９年

以来のネットワーク構築のグランドデザインはほぼ完成し、これ以降はソフト面の充

実、すなわち、運営体制の確立と学術情報の生産・発信体制の確立が目的となった。

１９９５年に情報処理環境整備委員会は、「２００５年のデジタル・キャンパスを目指して」

と題する提案を行い、インフラの一層の整備を推進するとともに、全学的に統合した

情報処理環境管理運営組織の設立を提案している。また、情報の発信に関しては、た

とえば附属図書館がすでに１９９４年からOPAC（Open Public Access Catalog）をイン

ターネットに対して公開するなど、千葉大学は努力を続けてきたが、１９９８年２月には

広報委員会のイニシアティブによって大学としての公式のウェブサイトの運営を開始

して、情報化社会における高等教育機関の社会的責任を果たしつつある。

第３項 留学生センターの設置と留学生受け入れの進展

国際交流は、教育研究の両面にわたり１９８０年代から１９９０年代にかけて急速に拡大し

た。

とくに教育の面では、外国人留学生の受け入れが、それまでには見られなかった規

模で進められるようになった。とくに学生の受け入れは、１９８３年の「留学生受け入れ
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１０万人計画」に沿って、全国の

各大学で大幅に拡大された。千

葉大学は、これまでも留学生教

育において先駆的な役割を果た

してきただけに、この計画の実

現にむけて格段の努力を傾け

た。千葉大学における留学生数

は、１９８４年には私費および国費

留学生合わせて１１４人にとどま

っていたのが、とくに私費留学

生を中心に急速に増加して、

１９９５年には計６４４人とほとんど６倍に達した。これは、同時期における全国の大学で

の受入数の伸び約４．４倍を上回っている。とくに顕著な増加は、学部では文、教育、

法経および工学部で見られ、また大学院については自然科学研究科をはじめほとんど

すべての博士課程、修士課程大学院で留学生が正規の院生として、あるいは研究生と

して学ぶようになった。

このような趨勢に応じて、１９８７年には、留学生委員会が新たに設置され、留学生の

受け入れ、本学学生の海外留学に関する問題を全学で審議し調整する体制が整った。

さらに１９９１年には、留学生センターが設置され、諸学部の留学生専門教育担当教官と

の連携により、日本語・日本事情教育を含む留学生の教育は大幅に改善されることと

なった。また１９９５年には、留学生および外国人研究者のための宿舎として国際交流会

館等が整備され、施設面でも充実がはかられた。

留学生受け入れの数的増加とともに、留学生受け入れの様態の多様化も進んだ。学

部４年間、あるいは大学院２年ないし３年間、千葉大学で学ぶ学生のほかに、これと

ならんで、いわゆる短期留学生の受け入れが拡大された。短期留学生は、すでに１９８２

年に大学間交流協定が結ばれたゲッチンゲン大学（ドイツ）との間で学生の相互交換

制度にもとづき１年単位で受け入れられていた。加えて１９８４年に同じく大学間交流協

定の結ばれたアラバマ大学（米国）からも、受け入れが始まった。アラバマ大学学生

のためには、このほかに、１９９４年度、法経学部の主催で短期コースが用意され、１４名

の学生が参加した。このように大学間交流協定の締結にともなう学生受け入れは、

１９８５年に交流の始まった中国、湖南大学、１９９０年同様に交流協定が締結されたガジャ

マダ大学（インドネシア）とつぎつぎに拡大された。１９９４年にはモナシュ大学（オー

写真１―３―１ 留学生センターでの授業風景
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ストラリア）とも協定が結ばれ、交換が開始された。

これらの短期留学は学生の志望に応じ、各学部に分散して受け入れられる、いわゆ

る分散方式によるものである。この方式と並んで新たに短期留学国際プログラムによ

る集中受け入れも、１９９６年に導入されることとなった。これは、欧米の大学で広く行

われているJunior Year Abroad（元の大学に籍をおいたまま原則として３年次の１

ないし２学期を外国の他大学で学び、そこで取得した単位を自分の大学に持ち帰ると

いう方式）にならうものである。千葉大学ではこの方式による短期留学をJapan Pro-

gram at Chiba（略称Ｊ―PAC）と呼び、千葉大学短期留学国際プログラム実施委員

会が全学部の参加のもとに英語による授業カリキュラムを組み、初年度にはアメリカ

合衆国、カナダ、オーストラリア、インドネシア、タイ、フィリピンの８大学から１２

名の学生を受け入れた。この方式の実施には、英語による授業という課題のほかに、

大学間協定による単位互換と授業料不徴収の承認、国際教育協会への奨学金申請など

の問題もともない、困難は多いが、関係教職員の努力により、次第に実績を積み上げ

つつある。当初のアジア太平洋地域に限定されていた参加大学の範囲がその後拡大さ

れ、ヨーロッパからの受け入れも可能となっている。

千葉大学学生の海外留学は、現在のところ、著しい拡大はみられない。少なくと

も、学長の許可を得て外国の大学で一定期間勉学する学生の数は増加しつつあるとは

いえ、まだ限られた範囲内にとどまっている。交流協定の存在する大学への派遣、す

なわち学生国際交流制度にもとづく派遣は、１９８３年来、ゲッチンゲン大学（ドイツ）

への留学が最初である。以降毎年１名の学生が同大学で一年間勉強している。１９８８年

にはこれにアラバマ大学（米国）、１９８９年湖南大学（中国）、１９９１年ガジャマダ大学

（インドネシア）、１９９２年オーストラリア国立大学（オーストラリア）、１９９３年ウォリ

ック大学（連合王国）と、徐々にその派遣先は拡大しつつあるが、例年、各大学それ

ぞれ１名程度であり、１９９４年の実績は５名にすぎない。このほか教員養成大学・学部

学生海外派遣制度にもとづく派遣は、１９７３年にはじまり、以降、毎年１名ないし３名

の学生が送り出されている。その後、文部省短期留学推進制度にもとづく派遣も加わ

り、１９９６、１９９７年度にはやや増加して総数で１０名となった。このほか、普遍教育の枠

内での新たなカリキュラムによる外国大学での語学研修は、着実に伸びている。
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